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［添付資料］ 

（１）企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社148社及び関連会社17社で構成され、その営んでいる主要な事業及び企業集
団の概要図は、次のとおりであります。 

 

運  輸  業 流  通  業 

（鉄道事業） 
  嵯峨野観光鉄道㈱ 
※関西高速鉄道㈱ 
（旅客自動車運送事業） 
  中国ジェイアールバス㈱ 
  西日本ジェイアールバス㈱ 

 

（百貨店業） 
  ㈱ジェイアール西日本伊勢丹 
（物販・飲食業） 
  ㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット
  ㈱ジェイアール西日本フードサービスネット 
（各種物品等卸売業） 
  ジェイアール西日本商事㈱ 

 

 

 

 

西 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 

 

 

 

 

不  動  産  業  そ  の  他  事  業 

（不動産販売・賃貸業） 
  ジェイアール西日本不動産開発㈱ 
京都駅ビル開発㈱ 
  大阪ターミナルビル㈱ 
（ショッピングセンター運営業） 
  天王寺ターミナルビル㈱ 
  ㈱ジェイアール西日本クリエイト 

 
 
 

 レジャー・サービス 
（ホ テ ル 業） 
   ㈱ジェイアール西日本ホテル開発 
（広  告  業） 
   ㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ 
（旅    行  業） 
  ㈱日本旅行 
（情報サービス業） 
   ジェイアール西日本情報システム㈱ 
そ  の  他 
（物 品 賃 貸 業） 
   ジェイアール西日本ファイナンス㈱ 
（建  設  事  業） 
 ※大鉄工業㈱ 
 ※広成建設㈱ 
（土木・建築等コンサルタント業） 
   ジェイアール西日本コンサルタンツ㈱ 
（電 気 工 事 業） 
   西日本電気システム㈱ 
（車両設備工事業） 
   ㈱ジェイアール西日本テクノス 
（清掃整備事業） 
   ㈱ジェイアール西日本メンテック 
（福利厚生施設等運営業） 
   ㈱ジェイアール西日本ウェルネット 

 （注）１．※は、持分法適用関連会社を示しております。 

２．㈱日本旅行については、当期は貸借対照表のみを連結しております。 
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（２）経 営 方 針  

 １．経営の基本方針 

当社グループは、鉄道事業を基軸とし、鉄道を利用されるお客様を主たる対象とした

サービスの提供や駅及び駅周辺の資産の有効活用を主眼において、流通業、不動産業等

の事業を展開しております。事業展開にあたっては、当社とグループ会社が一体となり

経営資源の有効活用並びに市場における競争力の向上等に努め、重点的・効果的な設備

投資や業務運営体制の効率化等に取り組むなど、経営基盤の強化に努めております。 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、市場動向を的確に捉えながら、保有する

経営資源を最大限に活用し、競争力向上を図るための諸施策を戦略的かつタイムリーに

講じていくことによってグループ全体で連結利益の最大化を図り、企業価値の向上に取

り組んでまいります。 

 

 ２．利益配分に関する基本方針 

当社は、安定的な配当の継続を重視するとともに、将来にわたり健全かつ安定的な経

営基盤を確立するため、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。 

 

３．中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標 

当社グループは、平成 13 年 11 月に平成 13 年度から平成 17 年度までの「中期経営目

標」を策定いたしました。この中期経営目標においては、標題を「鉄道再生の第２ステ

ージ」とし、今後進むべき経営の基本的な方向として以下の４項目を定めております。 

(1)お客様の安心と信頼を、より確かなものとします。 

(2)鉄道を核として社会・経済の進歩・発展に貢献します。 

(3)株主価値を高め、株主の皆様の負託に応えます。 

(4)地球環境にやさしい事業運営に努めます。 

平成 17 年度の数値目標は、次のとおりです｡ 

ＲＯＡ（総資産営業利益率）        ５．４％（連結） 

ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）      ９．６％（連結） 

営業利益              １，３００億円（連結） 

当期純利益               ５００億円（連結） 

長期債務残高          １兆１，０００億円（連結） 

                      １兆円（単体） 

期首社員数             ３２，０００人（単体） 

 

 ４．対処すべき課題 

当社グループを取り巻く経営環境は、依然として厳しい経済・雇用情勢やデフレの継

続に加え、少子高齢化の進展による就労者人口の減少、同業他社等との一層の競争激化

等、極めて厳しい状況が続くものと思われます。 

こうしたなか、当社グループは、社会の変化とお客様のニーズを的確に捉えた価値あ

る商品・サービスを提供することにより収益の維持・拡大に一層努めると同時に、効率
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的な業務運営体制の構築、工事費の節減などさらなるコスト削減にも着実に取り組むこ

とで経営基盤の強化を図り、将来にわたってお客様や株主の皆様のご期待に応えられる

よう全力を挙げて取り組んでまいります。また、日本鉄道建設公団が保有する当社株式

の完全売却が円滑に進められるよう万全の準備を進めてまいります。 

事業別では、まず、基幹事業である鉄道事業において、残念ながら昨年 11 月に救急

隊員の死傷事故が発生いたしましたが、この事故を踏まえ、事業の根幹である安全安定

輸送の確保に向け、ソフト・ハードの両面からの取り組みを引き続き強力に推進してま

いります。あわせて、山陽新幹線の輸送体系・料金体系の抜本的見直し（平成 15 年 10

月１日実施予定）、アーバンネットワークへの非接触型ＩＣカードシステム「ＩＣＯＣ

Ａ（イコカ）」導入等の施策を確実に実行に移すことで収益を確保するとともに、業務

運営の一層の効率化とコスト構造の変革を進めることにより、事業の基盤を強化してま

いります。 

一方、流通業等については、駅及び駅周辺において新規開発やリニューアルを推進す

る「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ（ネクステーションプラン）」を本年２月に策定

しましたが、これに基づき、当社グループが保有する経営資源を最大限に活用すること

によって事業基盤の一層の拡充を図り、グループ全体の収益・利益の拡大に努めてまい

ります。 

また、今後の成長が期待される中国から関西及び西日本地域へのインバウンド観光需

要創出に取り組むほか、社会の変化とニーズを的確に捉えた新規事業の開発、展開を図

ってまいります。 

 

５．コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、株主利益の最大化に向け、競争力のある効率的経営を推進するうえで、コー

ポレート・ガバナンスの充実が極めて重要であると認識し、その一環として取締役会の

改革を進めてまいりました。 

具体的な取り組みとしては、取締役会の監督機能の強化及び意思決定の迅速化を図る

べく、取締役の人数の減員、執行役員制度の導入及び執行役員への大幅な権限委譲を行

ってまいりました。 

こうした改革に加え、当社は会社発足以来、社外から卓越した経営手腕と豊かな見識

を有する方を取締役として迎え、経営上有益な助言を得ております。現任の取締役につ

いては、9 名中 2 名が社外取締役でありますが、当社とは独立した立場にある取締役を

積極的に招聘することで、経営の透明性、公正性を確保しております。また、監査役に

つきましても 4 名中、3 名が社外監査役であります。 
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（３）経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

(1)  当期の概況 

当期におけるわが国経済は、国際情勢の緊迫化などにより先行き不透明感が強まる

中、依然として深刻な雇用情勢や継続するデフレのもとで、個人消費や民間設備投資

が低迷を続けるなど、極めて厳しい状況で推移いたしました。 

こうしたなかで、当社グループ各社は、平成 13年 11 月に策定した「中期経営目標」

の達成に向け、基幹事業である鉄道事業を中心とした収益の向上と、保有資産の有効

活用により、経営基盤の一層の強化を図るべく各種施策を展開してまいりました。 

以上の結果、当期の連結ベースの営業収益は、前期比 2.1％減の 11,655 億円となっ

たものの、営業利益は前期比 4.2％増の 1,226 億円、経常利益は前期比 12.4％増の 787

億円となり、法人税等を控除した当期純利益は前期比 8.5％減の 416 億円となりました。 

 

これをセグメント別に示すと次のとおりとなります。 

 

① 運輸業 

鉄道事業では、事業の根幹である安全安定輸送の確保に向け、引き続きソフト・ハ

ードの両面からの取り組みを実施してまいりました。具体的には、訓練センター等を

活用した実践に即した指導・訓練を実施することにより社員一人ひとりの実務能力の

向上に取り組むとともに、列車遅延情報などお客様へのスピーディーかつ正確な情報

提供を図るため、ＪＲ京都・神戸線（草津・西明石間）に運行管理システムを導入い

たしました。また、残念ながら平成 14年 11 月に救急隊員の死傷事故が発生いたしま

したが、この事故を踏まえ、鉄道人身事故対処要領等を新たに定め、具体的な取り扱

い手順の明確化などを図るとともに、鉄道線路内への立ち入りを防止するためのキャ

ンペーンや線路防護柵の整備などを実施いたしました。 

山陽新幹線で 700 系車両を追加投入したほか、「こだま」について、100 系車両の投

入による速達化と岡山・広島地区において通勤時間帯に増発を実施するとともに、引

き続き座席の４列化を進めるなど利便性と快適性の向上に努め、競争力の強化を図っ

てまいりました。在来線につきましては、アーバンネットワークにおいて、琵琶湖線、

阪和線、大和路線及び学研都市線において、早朝時間帯に新快速、快速等を増発する

とともに、ユニバーサル・スタジオ・ジャパンへのアクセス輸送の充実を図ったほか、

「2002ＦＩＦＡワールドカップ」の開催にあわせて臨時列車の運転や車両の増結を実

施いたしました。都市間輸送では、特急「北近畿」を増発するとともに、特急「しら

さぎ」の新型車両への置き換えを進め、所要時間の短縮と快適性の向上を図りました。                         

また、小浜線における電化工事完成にあわせ、新型車両を投入し、輸送サービスの

向上に努めてまいりました。 
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また、バス事業では、低迷する一般路線及び貸切を縮小、撤退する一方で、好調な

東海道昼特急をはじめとする高速線の路線拡充や高速バスロケーション配信サービス

「Just Ride」を始めるなど利便性の向上に努めました。 

以上の結果、運輸業の営業収益は前期比 2.4％減の 8,471 億円となったものの、営業利

益は前期比 5.5％増の 932 億円となりました。 

 

② 流通業 

三ノ宮駅において飲食ゾーン「デリカフェ＆ダイニングロード」をオープンし、新

大阪駅において「おみやげ街道」「ブックスキヨスク」を増床・リニューアルオープン

するなど駅構内での事業の拡充に努めました。また、アクセサリー専門店「ティニテ

ィニ」をダイヤモンドシティ伊丹テラスに、ファッション専門店「ジェンヌ」をエビ

スタ西宮にオープンするなど市中への展開も進めました。開業以来好調の続く「ジェ

イアール京都伊勢丹」においては婦人ファッションの拡充を中心とした増床リモデル

を積極的に実施するなど各種施策を展開してまいりました。 

しかしながら、営業収益は、通勤型店舗「キヨスク」の不振などの影響からほぼ前

期並みの 2,275 億円にとどまり、営業利益は前年同期比 9.2％減の 43 億円となりまし

た。 

 

③ 不動産業 

天王寺駅のショッピングセンター「ステーションプラザてんのうじ」や住吉駅ビル

「Ｌｉｖ」、広島駅新幹線名店街をリニューアルオープンするとともに、複合商業施設

として山科駅や尼崎駅にミニ駅ビルを開業するなど、駅構内及び周辺用地の開発、店

舗の最適配置を推進し、保有資産の一層の有効活用に努めました。また、不動産事業

展開の一元化による資産効率向上や資金集中による開発促進を図ることを目的として、

ジェイアール西日本開発㈱とジェイアール西日本不動産㈱を合併し、ジェイアール西

日本不動産開発㈱としました。 

以上の結果、営業収益は、不動産分譲の減などにより前年同期比 0.9％減の 682 億円

となったものの、営業利益は前年同期比 4.9％増の 161 億円となりました。 

 

④  その他事業 

ホテル業では、「ホテルグランヴィア京都」において京都駅ビル東広場にベル・モ

ニュメントが完成し、多くの方々の婚礼にご利用いただくなど集客力の向上に努めま

した。広告業では大阪駅桜橋地下道をトリックアート「梅田バーチャルコリドー」に

リニューアルし、新規広告媒体として開発しました。また、六甲道駅に駅型複合保育

サービス事業として、「ＪＲ六甲道キッズルーム」を開業し、駅の利便性を高めるとと

もに収益の向上に取り組みました。 

しかしながら、その他事業全体の営業収益は工事業などの受注増により、前年同期
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比 2.9％増の 1,910 億円となったものの、営業利益はホテル業の不振により前年同期

比 3.4％減の 94 億円となりました。 

 

(2) 通期の見通し 

経営環境は今後も一層厳しさを増すものと考えられます。こうしたなか、当社グルー

プ各社は、保有する経営資源を最大限活用することにより、安定的な収益及び利益を確

保するための各種施策を進め、企業価値の最大化を図ってまいります。 

 

現時点での平成１６年３月期の業績見通しは、次のとおりです。 

売上高     １兆２，１３６億円 

営業利益      １，２４３億円 

経常利益        ８４８億円 

当期純利益       ４９８億円 

 

２．財政状態 

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益が減少したものの、退職金の支払額が減少したことなどか

ら 1,302 億円の流入となり、流入額は前年同期に比べ 306 億円増加しました。 

 

(2)  投資活動によるキャッシュ・フロー 

株式会社日本旅行への出資に伴う増加はあるものの、安全・安定輸送対策、輸送力改

善、駅ビル、百貨店などの設備投資を実施したことなどから 633 億円の流出となり、日

本テレコム株を売却した前年同期の 177 億円の流入に比べ 811 億円減少しました。 

 

(3)  財務活動によるによるキャッシュ・フロー 

長期債務を572億円削減したことや配当金の支払いなどにより715億円の流出となり

ましたが、流出額は日本テレコム株売却収入を長期債務の削減に充当した前年同期に比

べ、956 億円減少しました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、47 億円減の 893 億円となりました。 
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３．キャッシュ・フロー指標 

 

  12 年 3 月期 13 年 3 月期 14 年 3 月期 15 年 3 月期 

株主資本比率 (%) １３.６ １６.１ １７.０ １８.１ 

時価ﾍ゙ ｽーの株主資本比率 (%) ２８.６ ４１.６ ４１.３ ３０.８ 

債務償還年数 (年) １３.７ １２.３ １０.５ ９.７ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊ゙ ﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ (倍) １.６ １.８ ２.２ ２.５ 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

   時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／（営業利益＋受取利息・配当金） 

   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：（営業利益＋受取利息・配当金）／支払利息 

 

※ 各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

※ 有利子負債は、長期債務の有利子負債を使用しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の数値を使用しております。 



（４）
(単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度
科　　　　　目

(平成１５年３月３１日現在) (平成１４年３月３１日現在)
増　　　減

I  ２１４，０７５  １９１，９６０  ２２，１１４

1.  ９０，０１６  ９４，３６１ △ ４，３４４

2.  １１，８１４  １１，５８５  ２２９

3.  １０，９５２  １８，３８３ △ ７，４３１

4.  ３５，０２５  １４，７７１  ２０，２５３

5.  ５４６  １３  ５３２

6.  ２  １６９ △ １６７

7.  １３，９８８  １２，０３０  １，９５８

8.  ２０，１５３  １６，４５０  ３，７０２

9.  ３２，０９６  ２４，５９４  ７，５０２

10. △ ５２０ △ ４００ △ １２０

  

Ⅱ  ２，２１８，５９９  ２，２２４，７５３ △ ６，１５３

A.  ２，０６４，２８７  ２，０８４，３０８ △ ２０，０２０

1. 建 物 及 び 構 築 物  １，０３９，３６９  １，０７７，１９５ △ ３７，８２６

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ２１９，２７２  ２２１，５０７ △ ２，２３５

3. 土 地  ６８１，１１８  ６８０，８５０  ２６７

4. 建 設 仮 勘 定  ８６，０８３  ６９，１２２  １６，９６０

5. そ の 他  ３８，４４３  ３５，６３０  ２，８１２

B.  １１，６２９  ７，０２４  ４，６０４

1. 連 結 調 整 勘 定  ４３７  ２９１  １４５

2. そ の 他  １１，１９２  ６，７３３  ４，４５９

C.  １４２，６８１  １３３，４２０  ９，２６１

1. 投 資 有 価 証 券  ５５，８５８  ６０，８９２ △ ５，０３４

2. 繰 延 税 金 資 産  ６１，３９４  ５１，６４１  ９，７５２

3. そ の 他  ２６，７８５  ２１，８１４  ４，９７１

4. 貸 倒 引 当 金 △ １，３５６ △ ９２７ △ ４２８

Ⅲ  ３９  ７３ △ ３４

 ２，４３２，７１３  ２，４１６，７８７  １５，９２６

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

た な 卸 資 産

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

( 資 産 の 部 )

未 収 金

未 収 還 付 法 人 税

有 価 証 券

未 収 運 賃

連 結 貸 借 対 照 表
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(単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度
科　　　　　目

(平成１５年３月３１日現在) (平成１４年３月３１日現在)
増　　　減

I  ５１７，９５６  ４５１，４３４  ６６，５２２

1.  ４０，６５５  ３９，１０１  １，５５４

2.  ４，１３８  ７，６９４ △ ３，５５６

3.  ５５，９２７  ４５，６７０  １０，２５７

4.  ３５，４８８  ３４，７０８  ７７９

5.  ９０，０４０  ８２，９５１  ７，０８９

6.  ４，６０８  ７，８９５ △ ３，２８７

7.  ２４，２５４  ３０，０９３ △ ５，８３８

8.  ４，３２３  ７，７６２ △ ３，４３８

9.  ７５，４２６  ２６，２３９  ４９，１８７

10.  ２８，５７６  ２８，４０１  １７４

11.  ８８，１８９  ７４，８３２  １３，３５７

12.  ３８，２８３  ４０，３７８ △ ２，０９４

13.  １００  ─  １００

14.  ４０  ４０ △ ０

15. ３，６１６  ─  ３，６１６

16.  ２４，２８７  ２５，６６５ △ １，３７８

Ⅱ  １，４５２，８６９  １，５３５，０１１ △ ８２，１４２

1. ２１５，０００  ２１５，０００  ─

2. ３１８，５２４  ３５１，４０２ △ ３２，８７７

3. ５７５，７７４  ６１１，１７８ △ ３５，４０４

4. ４６，８１７  ４０，８３６  ５，９８０

5. １，３６０  １，８３３ △ ４７２

6. １８１，７６３  １９０，８１１ △ ９，０４８

7. ─ ９，６５０ △ ９，６５０

8. １１３，６２９  １１４，２９８ △ ６６８

１，９７０，８２６  １，９８６，４４６ △ １５，６２０

─  ─  ─
２１，３３０  １８，８６１  ２，４６９

  

Ⅰ １００，０００  １００，０００  ─

Ⅱ ５５，０００  ５５，０００  ─

Ⅲ ２８１，６９５  ２５０，５１３  ３１，１８１

Ⅳ  ４，１８８  ５，９６６ △ １，７７７

Ⅴ △ ３２７  ─ △ ３２７

４４０，５５６  ４１１，４８０  ２９，０７６

 ２，４３２，７１３  ２，４１６，７８７  １５，９２６

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

債 務 保 証 損 失 引 当 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

未 払 金

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

前 受 運 賃

前 受 金

賞 与 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

そ の 他

( 資 本 の 部 )

資 本 金

線 路 使 用 料 長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

自 己 株 式

及 び 資 本 合 計

( 少 数 株 主 持 分 )
少 数 株 主 持 分

コンクリート構造物修繕引当金

コンクリート構造物修繕引当金
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(単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度
増　　　減

Ⅰ  １，１６５，５７１  １，１９０，６１０ △ ２５，０３９

Ⅱ  １，０４２，９３５  １，０７２，９６０ △ ３０，０２５

1. 運輸業等営業費及び売上原価  ８８９，３８６  ９１１，２４１ △ ２１，８５４

2. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １５３，５４８  １６１，７１９ △ ８，１７０

営 業 利 益  １２２，６３６  １１７，６４９  ４，９８６

Ⅲ  ６，３６８  ８，２７９ △ １，９１１

1. 受 取 利 息  ６０  ２４３ △ １８２

2. 受 取 配 当 金  ２３８  ３１９ △ ８１

3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ─  ５３０ △ ５３０

4. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  ４６８  ７２０ △ ２５２

5. そ の 他 の 収 益  ５，６００  ６，４６５ △ ８６４

Ⅳ  ５０，２６４  ５５，８８７ △ ５，６２３

1. 支 払 利 息  ４９，１５１  ５４，３８０ △ ５，２２８

2. そ の 他 の 費 用  １，１１３  １，５０７ △ ３９４

経 常 利 益  ７８，７３９  ７０，０４１  ８，６９７

Ⅴ  ４４，５３４  １０９，２３５ △ ６４，７００

1. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ２９，９４４  ３０，９６３ △ １，０１８

2. 収 用 等 補 償 金 受 入 額  ６，２０２  ─  ６，２０２

3. 投 資 有 価 証 券 売 却 益  １，８５２  ６８，４８８ △ ６６，６３５

4. そ の 他  ６，５３５  ９，７８３ △ ３，２４８

Ⅵ  ４５，６５２  ９６，０３０ △ ５０，３７８

1. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ２９，５９３  ２８，８３７  ７５５

2. 収 用 等 圧 縮 損  ６，１８９  ─  ６，１８９

3. 債 務 譲 渡 損  ─  ２３，１７８ △ ２３，１７８

4. 新 幹 線 高 架 橋 補 修 費  ─  １５，８７２ △ １５，８７２

 5. 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ３，５０９  ９，０７２ △ ５，５６３

6. そ の 他  ６，３５９  １９，０６９ △ １２，７０９

 ７７，６２２  ８３，２４６ △ ５，６２４

 ４４，４５３  ４８，３６６ △ ３，９１２

△ ９，９３４ △ １４，１５６  ４，２２１

 １，４５８  ３，４９９ △ ２，０４０

 ４１，６４４  ４５，５３７ △ ３，８９３

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連 結 損 益 計 算 書

平成１３年　４月　１日から平成１４年　４月　１日から科　　　　　目

特 別 利 益

平成１４年　３月３１日まで平成１５年　３月３１日まで

営 業 収 益

営 業 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

（５）

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
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(単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度
増　　　減

Ⅰ ５５，０００  ５５，０００  －

Ⅱ  ５５，０００  ５５，０００  －

   

Ⅰ  ２５０，５１３  ２１４，９９０  ３５，５２３

Ⅱ  ４１，６４４  ４５，６４３ △ ３，９９９

1. 当 期 純 利 益  ４１，６４４  ４５，５３７ △ ３，８９３

2. 連結子会社と非連結子会社の合併に
伴 う 増 加 高  －  １０６ △ １０６

Ⅲ  １０，４６２  １０，１２０  ３４２

1. 配 当 金  １０，０００  １０，０００  －

2. 役 員 賞 与  １５１  １２０  ３１
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） （２３）

 

（１７） （５）

3. 新規連結子会社の持分法適用除外に
伴 う 減 少 高

４６ － ４６

4. 持 分 比 率 変 動 に 伴 う 減 少 高 ２６４ － ２６４

Ⅳ  ２８１，６９５  ２５０，５１３  ３１，１８１

  

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

平成１４年３月３１日まで平成１５年３月３１日まで

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 計 算 書

平成１３年４月　１日から平成１４年４月　１日から
科　　　　　目

（６）

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

 １２



（７） 連結キャッシュ･フロー計算書
(単位:百万円）

項　　　　目 増　　　減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  ７７，６２２  ８３，２４６ △ ５，６２４

2. 減 価 償 却 費  １１３，０４０  １１５，１６０ △ ２，１１９

3. 固 定 資 産 圧 縮 損  ２９，７４４  ２８，８３７  ９０６

4. 固 定 資 産 除 却 損  ８，６０３  ９，２８４ △ ６８０

5. 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ３，５０９  ９，０７２ △ ５，５６３

6. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ５０ △ ５３０  ５８０

7. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額  １３８  ８１８ △ ６７９

8. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ １４，８３６ △ ４０，３０２  ２５，４６６

9. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ２，０９４ △ ６２２ △ １，４７１

10. そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額 △ ５，８６４  ９，８１３ △ １５，６７８

11. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ２９８ △ ５６２  ２６４

12. 支 払 利 息  ４９，１５１  ５４，３８０ △ ５，２２８

13. 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ ４６８ △ ７２０  ２５２

14. 工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ ２９，９４４ △ ３０，９６３  １，０１８

15. 売 上 債 権 の 増 減 額  ５，８９３  ３，９２５  １，９６８

16. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ １，７６１  ３０２ △ ２，０６３

17. 仕 入 債 務 の 増 減 額  ３，８９２ △ ４，９９０  ８，８８２

18. 未 払 消 費 税 の 増 減 額 △ ３，２８７ △ ９１５ △ ２，３７１

19. そ の 他 △ ２，８２７ △ ４３，４６５  ４０，６３７

小 計  ２３０，２６３  １９１，７６７  ３８，４９６

20. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ３４９  ５６０ △ ２１０

21. 利 息 の 支 払 額 △ ４９，４８１ △ ５４，７１３  ５，２３２

22. 法 人 税 等 支 払 額 △ ５０，３７７ △ ３８，１２９ △ １２，２４８

23. 法 人 税 等 還 付 額 △ ５３２  １０５ △ ６３７

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  １３０，２２２  ９９，５９０  ３０，６３１

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

1. 定 期 預 金 （ ３ ヶ 月 超 ） の 預 入 に よ る 支 出 △ ０ △ ３，５３０  ３，５３０

2. 定 期 預 金 （ ３ ヶ 月 超 ） の 払 戻 に よ る 収 入  ３７９  ５，３２８ △ ４，９４８

3. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １３７，７１５ △ １２０，２７７ △ １７，４３７

4. 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ５，７５０  ７，３３３ △ １，５８３

5. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ４２，５１５  ４１，６５８  ８５７

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２，３００ △ ８６７ △ １，４３２

7. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ３，８４７  ８７，７３５ △ ８３，８８８

8. 連結子会社の範囲変更に伴う増加  ２５，０３６ ─  ２５，０３６

9. 貸 付 に よ る 支 出 △ ２５０ △ ７９５  ５４４

10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ５１９  ３１３  ２０５

11. そ の 他 △ １，１７３  ８９３ △ ２，０６６

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ６３，３９２  １７，７９０ △ ８１，１８３

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 （ 純 額 ） △ ４，１５６ △ ６，１８２  ２，０２５

2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ２４，７００  ３９，１１７ △ １４，４１７

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ ４３，３７４ △ ７２，８５６  ２９，４８２

4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ─  １５，０００ △ １５，０００

5. 鉄道施設購入長期未払金返済による支出 △ ３８，５７１ △ １０８，９６１  ７０，３９０

6. 配 当 金 の 支 払 額 △ １０，０１５ △ １０，００９ △ ５

7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ １２５ △ １２５  ─

8. そ の 他  ─ △ ２３，１７８  ２３，１７８

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ７１，５４３ △ １６７，１９６  ９５，６５３

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ ４，７１３ △ ４９，８１４  ４５，１０１

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ９４，０２３  １４３，７８１ △ ４９，７５８
Ⅵ 連結子会社と非連結子会社の合併に伴 う

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額  ─  ５６ △ ５６

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  ８９，３１０  ９４，０２３ △ ４，７１３

　(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当連結会計年度

平成15年3月31日まで
平成14年4月 1日から

前連結会計年度

平成13年4月 1日から
平成14年3月31日まで
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（８）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数 ６４社 
連結子会社は、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊
勢丹、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、大阪
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、天王寺ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃ
ｸﾉｽ、西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱のほか５０社であります。 
(2) 非連結子会社は、大阪ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱等８４社ですが、その総資産、売上高、当期純損益及び剰余金の額
のうち持分に見合う額の合計額は、連結総資産、連結売上高、連結当期純損益及び利益剰余金の額のうち持
分に見合う額の合計額に比していずれも少額であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため連結の範
囲から除外しております。 
     
２．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用の非連結子会社はありません。 
(2) 持分法適用の関連会社は、関西高速鉄道㈱、大鉄工業㈱、広成建設㈱、鉄道情報ｼｽﾃﾑ㈱の４社であります。 
(3) 非連結子会社８４社及び関連会社の㈱奈良ﾎﾃﾙ等１３社の当期純損益及び利益剰余金の額のうち持分に見
合う額の合計額は、連結会社及び持分法適用会社の当期純損益及び利益剰余金の額のうち持分に見合う額の
合計額に比していずれも少額であり、連結損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、持分法を適
用しておりません。 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、㈱日本旅行の決算日は１２月３１日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、連結
決算との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っております。 
その他の連結子会社の決算日はすべて３月３１日であり、連結決算日と同一であります。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①  有価証券 
   その他有価証券 
     時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定） 

     時価のないもの 
主として移動平均法による原価法 

② デリバティブ  時価法 
③  たな卸資産 
 商        品      主として売価還元法、最終仕入原価法による原価法 
 分譲土地建物      個別法による原価法 
 仕    掛   品       主として個別法による原価法 
 貯    蔵   品       主として移動平均法による原価法 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①  有形固定資産 
主として定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 
②  無形固定資産  
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。 

 
(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
 
 



 １５

 
③ コンクリート構造物修繕引当金 
「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」からの報告に基づく山陽新幹線高架橋の補修に係る
費用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。 
なお、山陽新幹線高架橋の補修については、「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」から
の報告を踏まえ、平成１２年度より平成１５年度にかけて工事を実施する計画としております。 

④ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
会計基準変更時差異（３０８，９７６百万円）については、主として１０年による按分額を費用
処理しております。 
数理計算上の差異については、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主として１０年）による定額法により按分した額を主としてそれぞれの発生の翌連結会
計年度から費用処理することとしております。 

⑤ 債務保証引当金 
債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を勘案し損失負担金見込額を計上して
おります。 

 
 (4) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

(5) 工事負担金等の会計処理 
    鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として工事
負担金等を受けております。 

    これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直
接減額しております。 

    なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原
価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 
   

 (6) 消費税の会計処理 
       税抜方式によっております。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却しております。 
 
７．利益処分項目等の取り扱いに関する事項 
   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し
ております。 
 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
９．自己株式 
   当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適
用しております。この適用に伴う当連結会計年度の損益への影響はありません。 

   なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余
金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 
10．１株当たり情報 
   当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
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(９）注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  
  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
 ２，２９７，３６５百万円 ２，２２６，８９６百万円 

２． 保証債務  
  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
 １，３９２百万円 ７７百万円 

３． 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
      ２０，０００百万円 ２０，０００百万円 

４． 担保提供資産 

 

担保に供している資産は次のとおりであります。 
                          （当連結会計年度） 
  預     金           ２３０百万円 
建物及び構築物               ３４，８３８百万円 
土          地                      ９２７百万円 
  投資有価証券            ２６６百万円 
      計                       ３６，２６２百万円 

担保付債務は次のとおりであります。 
                          （当連結会計年度） 
  短 期 借 入 金            ６００百万円 
 長 期 借 入 金                 ９，２２８百万円 
  １年以内に返済                  
  する長期借入金                      ７２４百万円 
 
 その他固定負債          ２，２９７百万円 
       計                      １２，８４９百万円 

 
（前連結会計年度） 

－ 
３５，９００百万円 
８１１百万円 

－ 
      ３６，７１１百万円 

 
（前連結会計年度） 

－ 
９，７３５百万円 

 
６８６百万円 

 
             － 

１０，４２１百万円 

 

 

 

なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律
附則第７条の規定に基づき当社の総財産を社債の一般担保に供しております。 

 

 

                         （当連結会計年度） 
                            ２２０，０００百万円 

 

（前連結会計年度） 

２２０，０００百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

研究開発費の総額  
   （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
        ６，０８９百万円               ５，３８５百万円 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（当連結会計年度） 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

９０，０１６百万円 

 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △     ７０６百万円  

 現金及び現金同等物 ８９，３１０百万円 

 

（前連結会計年度） 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整  

 

 現金及び預金勘定 

 

９４，３６１百万円 

 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） 

 有価証券勘定（公社債投資信託）  

△     ３８４百万円 

４５百万円 

 

 現金及び現金同等物 ９４，０２３百万円 
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(10) 有  価  証  券 

当連結会計年度（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

① その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                        （単位：百万円） 

種     類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
(1) 株  式 
(2) 債  券（国債） 

１，６３７ 
４，０１３ 

１０，３１６ 
４，０１７ 

８，６７９ 
４ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

小 計 ５，６５０ １４，３３４ ８，６８４ 
(1)株  式 
(2)債  券（国債） 

７，１６３ 
１９ 

５，８５８ 
１９ 

△１，３０４ 
△０ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

小 計 ７，１８３ ５，８７８ △１，３０４ 
合    計 １２，８３３ ２０，２１３ ７，３７９ 

② 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 
                                                                           （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

３，８４７ １，８５２ △５７４ 

③ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                                                                                   （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
 その他有価証券 
      非上場株式（店頭売買株式を除く） 
      その他 

 
５，１３８ 

７ 
合    計 ５，１４５ 

④ その他有価証券のうち今後の償還予定額 
                                                                                      （単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 
 債      券 
    (1) 国   債 
    (2) 社   債 

 
─ 
２ 

 
４，０３６ 

５ 
合    計 ２ ４，０４１ 
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前連結会計年度（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

① その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                        （単位：百万円） 

種     類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
(1)株  式 
(2)債  券（国債） 

２，８６２ 
４，０１０ 

１３，９９７ 
４，０１７ 

１１，１３４ 
６ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

小 計 ６，８７３ １８，０１４ １１，１４１ 
(1)株  式 
(2)債  券（国債） 

９，３６７ 
－ 

８，８６７ 
－ 

△４９９ 
 － 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

小 計 ９，３６７ ８，８６７ △４９９ 
合    計 １６，２４１ ２６，８８２ １０，６４１ 

② 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 
                                                                           （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

８７，７３５ ６８，４８８ △７９ 

③ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                                                                                   （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
 その他有価証券 
      非上場株式（店頭売買株式を除く） 
      公社債投信・短期公社債投信 
      その他 

 
５，８３６ 
１０７ 
５４ 

合    計 ５，９９９ 

④ その他有価証券のうち今後の償還予定額 
                                                                                      （単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 
 債      券 
    (1) 国   債 
    (2) 社   債 

 
１３ 
２ 

 
４，００３ 

７ 
合    計 １５ ４，０１０ 

 

 

 

 

 

 

 

                                             



 ２０

(11) 退 職 給 付  

 

当連結会計年度 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制 

度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。   

 

２．退職給付債務に関する事項（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

                                                           （単位：百万円） 

イ．退職給付債務                                        △４４８，９９５ 

ロ．年金資産                                                  ８，７８０ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                        △４４０，２１４ 

  ニ．会計基準変更時差異の未処理額                          ２２５，１８８ 

ホ．未認識数理計算上の差異                 ３３，２４１ 

へ．未認識過去勤務債務                                              ３８ 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）          △１８１，７４５ 

  チ．前払年金費用                                                １７ 

リ．退職給付引当金（ト－チ）  （注）                   △１８１，７６３ 
（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日） 

                                                           （単位：百万円） 

イ．勤務費用（注）                                          １７，１９９ 

ロ．利息費用                                                  ９，２３８ 

ハ．期待運用収益                                                  △５５ 

  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額                          ３０，６５１ 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額                             ３，２５１ 

へ．過去勤務債務の費用処理額                                   １６３ 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）                  ６０，４４８ 
（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し 

ております。 

 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                            期間定額基準 

ロ．割引率                                              主として２．０％ 

ハ．期待運用収益率                                      主として３．５％ 

  ニ．会計基準変更時差異の処理年数                        主として  １０年 

 ホ．数理計算上の差異の処理年数                         主として  １０年 

 

 

 

 

 

 

 



 ２１

 

前連結会計年度 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制 

度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。   

 

２．退職給付債務に関する事項（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

                                                           （単位：百万円） 

イ．退職給付債務                                        △４６８，５００ 

ロ．年金資産                                                  ３，１５６ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                        △４６５，３４３ 

  ニ．会計基準変更時差異の未処理額                          ２４５，２０８ 

ホ．未認識数理計算上の差異                 ２９，５３２ 

へ．未認識過去勤務債務                                              ４２ 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）          △１９０，５６０ 

  チ．前払年金費用                                              ２５０ 

リ．退職給付引当金（ト－チ）  （注）                   △１９０，８１１ 
（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） 

                                                           （単位：百万円） 

イ．勤務費用（注）                                          １７，５９７ 

ロ．利息費用                                                １５，０１３ 

ハ．期待運用収益                                                  △７３ 

  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額                          ３０，６５１ 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額                               １４６ 

へ．過去勤務債務の費用処理額                                     ４ 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）                  ６３，３４０ 
（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し 

ております。 

 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                            期間定額基準 

ロ．割引率                                              主として２．０％ 

ハ．期待運用収益率                                      主として３．０％ 

  ニ．会計基準変更時差異の処理年数                        主として  １０年 

 ホ．数理計算上の差異の処理年数                         主として  １０年 

 

 

 

 

 



 ２２

(12) 税 効 果 会 計  
   

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

項   目  当連結会計年度 
（平成１５年３月３１日現在） 

繰  延  税  金  資  産   
賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 １３，５３４  
未 払 事 業 税 ２，２６１  
退 職 給 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 ３８，５４８  
Ｊ Ｒ 東 西 線 線 路 使 用 料 調 整 額 
固 定 資 産 未 実 現 利 益 

１９，１２０ 
５，１４２ 

 

繰 越 欠 損 金 ３，５６５  

 

そ の 他 ７，５２８  
 繰 延 税 金 資 産 小 計 ８９，７００  
  評 価 性 引 当 額 △ １，１１８  
 繰 延 税 金 資 産 合 計 ８８，５８２  
  繰 延 税 金 負 債 と の 相 殺 額 △ ７，０３４  
 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  ８１，５４７  
繰  延  税  金  負  債    
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 ３，００８  
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ３，２２５  
連 結 子 会 社 の 資 産 の 評 価 差 額 １，２４４  
 

そ の 他 ９１６  
 繰 延 税 金 負 債 合 計 ８，３９５  
  繰 延 税 金 資 産 と の 相 殺 額 △ ７，０３４  
 繰 延 税 金 負 債 の 純 額 １，３６０  

 
     (注) 当連結会計年度における繰延税金資産の純額及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対
照表の以下の項目に含まれております。 

 
               流動資産－繰延税金資産    ２０，１５３百万円 
         固定資産－繰延税金資産    ６１，３９４百万円 
         固定負債－繰延税金負債     １，３６０百万円 
 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目 
 

    項    目    当   期    
    法 定 実 効 税 率 ４２．２４ ％ 
  （調整）    

  交 際 費 等 永 久 に損 金 に算 入 されない項 目 ０．５４  
   税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ２．４９   

   住 民 税 均 等 割 等 △０．８０   
  税 効 果 会 計 適 用 後 の法 人 税 等 の負 担 率 ４４．４７   
 
３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期４２．２４％、当期
は流動区分については４２．２４％、固定区分については４０．８４％であります。この結果、
繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は１，８２０百万円減少しております。 
また、連結損益計算書においては、法人税等調整額の金額が、１，９３５百万円増加し、当
期純利益は同額減少しております。 
 



 ２３ 

(13) セ グ メ ン ト 情 報 

１  事業の種類別セグメント情報 
 
前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）                          （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

852,188 

 
 

195,262 

 
 

57,693 

 
 

85,464 

 
 

1,190,610 

 
 
－ 

 
 

1,190,610 
(2)  セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

 
16,010 

 
32,342 

 
11,228 

 
100,174 

 
159,756 

 
△159,756 

 
－ 

計 868,199 227,605 68,922 185,639 1,350,366 △159,756 1,190,610 
営 業 費 用 779,797 222,829 53,559 175,821 1,232,007 △159,047 1,072,960 
営 業 利 益 88,401 4,776 15,363 9,817 118,358 △708 117,649 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
 資本的支出 
 資       産 

 
 

1,843,979 

 
 

64,903 

 
 

302,942 

 
 

209,386 

 
 

2,421,212 

 
 

△4,424 

 
 

2,416,787 
  減 価 償 却 費 95,946 1,966 11,620 5,626 115,160 － 115,160 
  資 本 的 支 出 104,459 2,307 7,188 6,308 120,264 － 120,264 

 
当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）                           （単位：百万円） 

 運 輸 業 流  通  業 不動産業 その他事業 計 消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
 

831,521 

 
 

193,083 

 
 

57,265 

 
 

83,700 

 
 

1,165,571 

 
 
－ 

 
 

1,165,571 
(2)  セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

 
15,638 

 
34,491 

 
11,004 

 
107,299 

 
168,434 

 
△168,434 

 
－ 

計 847,160 227,574 68,270 191,000 1,334,006 △168,434 1,165,571 

営 業 費 用 753,895 223,239 52,149 181,516 1,210,801 △167,865 1,042,935 
営 業 利 益 93,265 4,335 16,120 9,483 123,205 △569 122,636 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
 資本的支出 
 資       産 

 
 

1,820,808 

 
 

67,267 

 
 

292,546 

 
 

260,662 

 
 

2,441,285 

 
 

△8,571 

 
 

2,432,713 
  減 価 償 却 費 93,237 2,036 12,031 5,734 113,040 － 113,040 
  資 本 的 支 出 116,554 4,059 7,564 8,874 137,052 － 137,052 
（注）１．  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．  事業区分の方法 

             日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。 
３．  各事業区分の主な事業内容 
  運    輸    業  …鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。 
  流    通    業 …百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。 
  不  動  産  業 …不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。 
  そ の 他 事 業 …ホテル業、物品賃貸業、建設事業等を行っております。 

４． 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、繰延税
金資産等であります。 

               前連結会計年度    115,579 百万円 
               当連結会計年度    105,775 百万円 
 
２ 所在地別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。 

 
３ 海外売上高 
 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため記載すべき事項はありません。 

（14）関連当事者との取引  
関係内容  

属  性 
 
会社等の
名  称 

 
住 所 

 
資本金 

 
事業の 
内 容 

議決権
等の所
有割合 

役員の
兼任等 

事業上の
関  係 

 
取引の内容 

 
取引金額 

 
科  目 

 
期末残高 

関連会社 大鉄工業 大阪市 
淀川区 

百万円 
1,232 

建設事業 直 接 
36.9％ 
兼任２人 
出向３人 

修繕外注等 資金貸借取引 百万円 
33,900 

短期貸付金 － 

        資金貸借取引 百万円 
35,400 

短期借入金 － 

 



 

２４ 

(15) １株当たり情報に関する注記 
 
当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）並び
に「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純
利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、前期については、当期と同様の会計基準により算定した場合の１株当たり情報を記載し
ております。 
 
１株当たり純資産額 

                     （当   期）     （前   期） 
              ２２０,２８４円８４銭     ２０５,５９２円３７銭 
１株当たり当期純利益金額 

                     （当   期）     （前   期） 
              ２０,７４０円１２銭      ２２,７０３円６２銭 
 
 
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 
2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当     期 

平成 14 年 4 月 １日から 

平成 15 年 3 月 31 日まで 

前     期 

平成 13 年 4 月 １日から 

平成 14 年 3 月 31 日まで 
１株当たり当期純利益金額   
 当期純利益（百万円） ４１,６４４  ４５,５３７  
 普通株主に帰属しない金額（百万円） １８２  １５０  
 （うち利益処分による役員賞与金） （１８２） （１５０） 
 普通株式に係る当期純利益（百万円） ４１,４６１  ４５,３８７  

 期中平均株式数（千株） １,９９９  １,９９９  

 


